
 

 

 

 

 

島根県汚水処理事業広域化・共同化計画の策定について 
 
 

１． これまでの経緯と現状 

○人口減少に伴う使用料収入の減少や職員数の減少による執行体制の脆弱化、既存ストックの

大量更新期の到来などの事業運営に係る多くの課題を抱えている。 

○平成３０年１月、総務省・農林水産省・国土交通省・環境省は、都道府県に対し「広域化・

共同化計画」を令和４年度末までに策定するよう要請した。 

 〇島根県は、県内事業体と計画策定にかかる検討を重ね、昨年１２月にパブリックコメントを

実施した。また、本年２月に県議会へ「島根県汚水処理事業広域化・共同化計画」を報告し、

ホームページ等で公表されている。 

 

２． 島根県汚水処理事業広域化・共同化計画について（概要版 別紙） 

（１）概要 

  〇汚水処理施設の統合などハード、ソフトの各種取組を選定し、ロードマップとして整理し

た。 

広域化・共同化メニュー 

ハード 汚水処理施設の統合（処理区の統合） 

汚泥処理の共同化（下水汚泥の共同処理） 

ソフト 人材育成の共同化（合同会議・合同勉強会の開催） 

各種計画業務の共同化（各種計画業務の共同発注） 

維持管理の共同化（維持管理システムを共同で導入） 

台帳システム整備・保守の共同化（マップ on しまねの共同利用等） 

緊急時・災害時対応の共同化（災害時支援、資機材の共同管理） 

※各取組は、短期（5 年）、中期（10 年）、長期（20～30 年）に区分 

（２）今後の実施に向けた検討 

 〇ハードメニューについては、各施設管理者が事業費や効果等を具体に検討し、実施の可否

を判断する。 

〇ソフトメニューについては、県が主導して実施に向けた検討又は調整を行う。 
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３． 本市に関連する検討項目 

【ハードメニュー】 

①汚水処理施設の統合 

農業集落排水 13地区を流域下水道へ接続、漁業集落排水 2地区を河下地区特定環境保全公

共下水道へ接続する。維持管理費が約 40百万円／年削減されると試算。 

 ②汚泥処理の共同化 

本市の全処理場の汚泥を流域下水道施設で集約処理した場合の効果額が約 50百万円／年削

減されると試算。実施にあたっては、今後、検討を要する。 

【ソフトメニュー】 

 ①人材育成の共同化 

②各種計画業務の共同化 

③維持管理の共同化 

 ④台帳システム整備・保守の共同化 

⑤緊急時・災害時対応の共同化 

 

４． 今後の予定 

 〇本市においても、本計画について市議会に説明後、ホームページに掲載し周知する。 

 〇島根県において、各種取組の具体的な検討結果や実施状況を踏まえ、5 年を目途に計画の

見直しを行う。 
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